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新株予約権の要項 
 

 

Ⅰ．新株予約権無償割当に関する事項の決定 

１．新株予約権の内容および数  

下記Ⅱに記載の事項を含む内容の新株予約権（以下個別にまたは総称して「新株予約権」

という。）の無償割当決議（以下「新株予約権無償割当決議」という。）において当社取

締役会が定める一定の日（以下「割当期日」という。）における当社の最終の発行済株式

総数（ただし、同時点において当社の有する当社株式の数を控除する。）と同数以上で当

社取締役会が定める数の新株予約権を割り当てる。  

 

２．割当対象株主  

割当期日における当社の最終の株主名簿に記録された株主に対し、その保有株式（ただ

し、同時点において当社の保有する当社株式を除く。）１株につき新株予約権１個以上で

当社取締役会が定める数の割合で、新株予約権を割り当てる。  

 

３．新株予約権無償割当の効力発生日  

新株予約権無償割当決議において当社取締役会が定める。  

 

Ⅱ．新株予約権の内容 

１．新株予約権の目的である株式の種類および数  

新株予約権の目的である株式の種類は、当社普通株式とし、新株予約権の目的である株

式の数（以下「対象株式数」という。）は、１株とする。  

 

２．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額  

(1)新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、その価額は、行使価額（下記(2)

に定義される。）に対象株式数を乗じた価額とする。 

(2)新株予約権の行使に際して出資される財産の当社株式１株当たりの価額（以下「行使価

額」という。）は、金１円とします。  

 

３．新株予約権の行使期間 

新株予約権無償割当決議において当社取締役会が定める日を初日とし、新株予約権無償

割当決議において当社取締役会が定める期間とする。ただし、下記７-(2)の規定に基づき

当社による新株予約権の取得がなされる場合、当該取得を通知または公告した日から当該

取得日までの期間、新株予約権を行使することは出来ない。また、行使期間の最終日が行

使に際して払い込まれる金銭の払込取扱場所の休業日にあたる時は、その前営業日を最終

日とします。 

 

４．新株予約権の行使の条件  

(1)①特定大量保有者、②特定大量保有者の共同保有者、③特定大量買付者、④特定大量買

付者の特別関係者、もしくは⑤上記①ないし④に該当する者から新株予約権を当社取締

役会の承認を得ることなく譲受けもしくは承継した者、または、⑥上記①ないし⑤に該

当する者の関連者は、新株予約権を行使することができない。 

  なお、上記に用いられる用語は次のとおり定義される。 

a. 「特定大量保有者」とは、当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の23第

1項に定義される。以下別段の定めがない限り同じ。）の保有者（同法第27条の23第3

項に基づき保有者に含まれるものを含む。）で、当該株券等に係る株券保有割合（同
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法第27条の23第4項に定義される。）が20％以上である者（当社取締役会がこれに該当

すると認めた者を含む。）。 

b. 「共同保有者」とは、金融商品取引法第27条の23第5項に定義される共同保有者を指

し、同条第6項に基づき共同保有者とみなされるものを含む（当社取締役会がこれらに

該当すると認めた者を含む。）。 

c. 「特定大量買付者」とは、公開買付け（金融商品取引法第27条の2第6項に定義される。）

によって、当社が発行者である株券等（金融商品取引法第27条の2第1項に定義される。

以下本c．において同じ。）の買付け等（同法第27条の2第1項に定義される。以下同じ。）

を行う旨の公告を行った者で、当該買付等の後におけるその者の所有（これに準じる

ものとして金融商品取引法施行令第7条第1項に定める場合を含む。）に係る株券等の

株券等所有割合（同法第27条の2第8項に定義される。以下同じ。）がその者の特別関

係者の株券等所有割合とを合計して20％以上となる者をいう。 

d. 「特別関係者」とは、金融商品取引法第27条の2第7項に定義される（当社取締役会が

これに該当すると認めた者を含む。)。ただし、同項第1号に掲げる者については、発

行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第3条第2項で定める

者を除く。 

e. ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配されもしくはその

者と共同の支配下にある者として当社取締役会が認めた者、またはその者と協調して

行動する者として当社取締役会が認めた者をいう。「支配」とは、他の会社等の「財

務および事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行規則第3条に定義される。）

をいう。 

(2)上記(1)にかかわらず、下記の①ないし④の各号に該当する者は、特定大量保有者また

は特定大量買付者に該当しないものとする。 

① 当社、当社の子会社（財務諸表等の用語、様式および作成方法に関する規則第8条第

3項に定義される。）または当社の関連会社（財務諸表等の用語、様式および作成方

法に関する規則第8条第5項に定義される。） 

② 当社を支配する意図がなく上記(1)-a.の特定大量保有者に該当することになったも

のである旨当社取締役会が認めた者であって、かつ上記(1)-a.の特定大量保有者に該

当することになった後10日間（ただし、当社取締役会はかかる期間を延長することが

できる。）以内にその保有する当社の株券等を処分等することにより上記(1)-a.の特

定大量保有者に該当しなくなった者 

③ 当社による自己株式の取得その他の理由により、自己の意思によることなく、上記

(1)-a.の特定大量保有者に該当することになった者である旨当社取締役会が認めた

者（ただし、その後、自己の意思により当社の株券等を新たに取得した場合を除く。）。 

④ その者が当社の株券等を取得し保有することが当社の企業価値ひいては株主共同の

利益に反しないと当社取締役会が認めた者（上記(1)-a.ないしd.に該当すると当社取

締役会が認めた者についても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に反しないと

当社取締役会が認めることができ、また、一定の条件の下に当社の企業価値ひいては

株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた場合には、当該条件が満たされて

いる場合に限る。）。 

(3)新株予約権は、当社に対し、自らが上記(1)記載のa.ないしd.のいずれにも該当せず、

かつ、上記(1)-a.ないしd.に該当するもののために行使しようとしている者ではないこ

と、および新株予約権の行使条件を充足していること等の表明保証条項、補償条項その

他当社が定める事項に関する誓約文言ならびに行使に係る新株予約権の内容および数、

新株予約権を行使する日、当社株式の記録を行うための振替口座（特別口座を除く。）

等の必要事項を記載した書面ならびに法令等により必要とされる書面を提出した場合に

限り、新株予約権を行使することが出来るものとする。 
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(4)新株予約権を有する者が本４項の規定により、新株予約権を行使することができない場

合であっても、当社は、当該新株予約権を有する者に対して、損害賠償責任その他の責

任を一切負わないものとする。 

 

５．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金 

新株予約権の行使により当社株式を発行する場合における増加する資本金は、新株予約権

の行使に際して出資される財産の価額の全額とし、資本準備金は増加しないものとする。 

 

６．新株予約権の譲渡制限 

新株予約権の譲渡による取得については、当社取締役会の承認を要する。 

 

７．当社による新株予約権の取得 

(1)当社は、上記３項に規定する新株予約権の行使期間開始日前日までの間いつでも、当社

が新株予約権を取得することが適切であると当社取締役会が認める場合には、当社取締

役会の定める日の到来日をもって、全ての新株予約権を無償で取得することができる。 

(2)当社は、当社取締役会が定める日の到来日をもって、上記４-(1)の規定により新株予約

権を行使することができない者以外の者が有する新株予約権のうち、当該取締役会の定

める前日までに未行使のもの全てを取得し、これと引換えに新株予約権１個につき対象

株式数の当社株式を交付することができる。 

 

８．合併、会社分割、株式交換および株式移転の場合の新株予約権の交付およびその条件 

新株予約権無償割当決議において当社取締役会が決定する。 

 

９．新株予約権証券の発行 

新株予約権については新株予約権証券を発行しない。 

 

10．法令の改正等による修正 

上記で引用する法令の規定は、平成29年5月19日現在施行されている規定を前提としてい

るものであり、同日以後、法令の新設または改廃により、上記各項に定める条項ないし用

語の意義等に修正を加える必要が生じた場合には、当社取締役会において、当該新設また

は改廃の趣旨を考慮の上、上記各項に定める条項ないし用語の意義等を適宜合理的な範囲

内で読み替えることができるものとする。 

 

以上 

 


